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平成１７年６月に区民検討組織である「新宿区民会議」を立ち上げました。区民会議には４００人近い公
募区民が参画し、テーマ別の６つの分科会に分かれ基本構想、基本計画に盛り込むべき内容について検討
しました。１８年２月にはそれまでの検討成果を区民一般に発表する中間発表会を開催し、来場した多く
の区民との意見交換も行ないました。
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平成１８年６月に「新宿区民会議」から基本構想、基本計画に盛り込むべき内容についての検討結果とし
て提言書を区長に提出していただきました。この提言書を受け７月に基本構想審議会を設置し、専門的識
見等から基本構想・基本計画について審議し、平成１９年２月に区長へ答申いただきました。
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　平成１７年６月から平
成１８年６月までの１年
間に、区民会議は、月２
回の分科会以外の自主活
動も含め全部で３３０回

 開催しました。
　平成１８年７月から平
成１９年２月までに基本
構想審議会は１６回、基
本構想審議会起草部会は
１１回開催されました。
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区民会議へ１００人規模の区民等の参画を
得ること。

成果の達成状況

区民会議設置時の参加数

区民会議委員の自主的・主体的な活動状況
区民会議委員として、月２回の定例的分科
会以外の活動の状況により、区民会議委員
の自主性・主体性等を把握します。

平成17

平成18

（ 100人 ）

　計画策定のプロセスを重視した計画づくりにより、区民と行政が将来のまちづくりの方向性を共有できる
ようにします。

事務事業 138 区民との協働による基本構想・基本計画づくり

大項目 03 地域を基盤にした区政の推進

章 6 構想の推進のために

事業成果指標
指標名 定義 目標水準
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成果（事業が意図する成果）

地域を基盤にした区政の推進施策

事業内容

対象・手段

　第一段階として、多くの区民等が参画した「新宿区民会議」を立上げ、ワークショップ方式等を用いな
がら、検討を行い、１８年６月に、その検討結果を区長へ提言しました。第二段階として、基本構想審議
会を設置・諮問し、専門的識見等からの審議を行い、１９年２月に答申を得ました。第三段階である１９
年度は、答申に基づき区素案を作成し、パブリック・コメント、地域説明会等を経て策定します。

目的
　区民や地域団体、ＮＰＯ、企業等が区民の目線から基本構想・基本計画原案を検討することにより、区
民にとって自分たちの生活と区の施策とのつながりが分かりやすい計画づくりを行います。

事業の実施内容

基本構想審議会の審議状況 基本構想審議会での審議回数
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事業に関する検討課題

　区民会議の提言書を尊重した審議会答申を踏まえた区素案づくりを行うとともに、区素案に対する区民意
見を十分聴く必要があります。
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　基本構想、基本計画の策定については、その最初の段階から区民参画の手法により検討
し、区民会議の提言をまとめていただきました。また、基本構想審議会は、その提言を最
大限尊重して検討し、答申をまとめられました。こうした策定方法は、新宿区の計画づく
りにおいて、まさに画期的なものであり、区民と行政が将来のまちづくりの方向性を共有
するという大きな成果をもたらすものです。
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事業費⑩ 千円

減価償却費等⑬ 千円
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　区民会議では当初想定した以上の区民参画を得て、提言書をまとめていただくことが
できました。基本構想審議会では、１６回にも及ぶ議論や起草部会の検討により区民会
議提言書を尊重した答申をいただくことができました。
　基本構想審議会では、全体会を中心に審議いただきましたが、全体を２グループに分
けた審議や審議会の開催回数を増やすなど、効率的、効果的に審議が行われるよう運営
方法にも工夫を施しました。
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行政の関与

妥当性

施策寄与度
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達成度

効率性

実施の成果

0.00
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　区民会議を設置し区民会議提言をいただくとともに、当該提言を専門的見地から検討
いただく審議会を設置した今回の計画づくりは、区民等との協働と参画による計画づく
りの方法として妥当です。

　区民会議の活発な活動及び審議会における熱心な審議の過程そのものが、自治の実践
の場となっています。
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　区民会議での議論の経験がこれからのまちづくりの担い手となることが大いに期待できま
す。また、基本構想審議会では骨子案を作成し、それに対する区民等の意見を踏まえた答申
を作成する過程を踏むことで、区民の声を十分活かした計画づくりとなっています。

　行政計画の策定作業であり、区民会議、審議会の運営等、一定の区の関与は必要であ
り、妥当性があります。
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　基本構想、基本計画の策定にあたっては、区民会議及び地区協議会の提言・意見を尊重
した審議会答申の内容を踏まえ各計画素案を作成し、パブリック・コメントを実施すると
ともに、各地域ごとに説明会を開催し、区民及び各地区協議会から意見をいただき区案を
まとめていきます。
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